
証券コード：4298

第45期

定時株主総会
招集ご通知

2023年６月29日（木）
午前10時日時

名古屋市東区葵三丁目16番16号
ホテル メルパルク名古屋
２階「瑞雲の間」

場所

第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

議案

当日ご出席される株主様は、同封の議決権行使書用
紙を会場受付にご提出ください。ご出席いただけな
い場合は下記のいずれかの方法で議決権を行使して
いただくことができます。

▌議決権行使のご案内

2023年６月28日（水）午後６時
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
上記の行使期限までに到着するようご返送ください。

議決権行使期限

郵送

2023年６月28日（水）午後６時

議決権行使期限

議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただ
き、議決権行使書用紙に表示された「ログイン
ID」及び「仮パスワード」をご利用のうえ、画
面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご
入力ください。

インターネット
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証券コード4298
2023年６月７日

（電子提供措置の開始日 2023年５月30日）
株 主 各 位

名古屋市中区葵一丁目 23 番 14 号
株式会社プロトコーポレーション

代表取締役社長 神 谷 健 司

招集ご通知
第45期定時株主総会招集ご通知
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイト
に電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.proto-g.co.jp/IR/library/soukaidata.html

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、こちらからご確認される場合は、以下の東証ウェブサイトにアクセスし
て、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を
選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

日時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
場所 名古屋市東区葵三丁目16番16号 ホテル メルパルク名古屋 ２階 瑞雲の間
目的事項 報告事項 ▶第45期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

▶第45期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書
類報告の件

決議事項 第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 監査役2名選任の件
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招集にあたっての
決定事項 後記３頁から４頁「議決権行使のお願い」をご参照ください。
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
●株主総会当日までの感染症拡大の状況や政府等の発表内容等により株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、
当社ウェブサイトにその旨掲載させていただきます。
https://www.proto-g.co.jp/IR/library/soukaidata.html

●電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりま
せん。従いまして、当該書面は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。

事業報告の「主要な事業内容」「企業集団の主要拠点等」「従業員の状況」「主要な借入先の状況」「その他企業集団の現況に関する重
要な事項」「会社の株式に関する事項」「会社の新株予約権等に関する事項」「社外役員に関する事項」「会計監査人に関する事項」
「業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結貸借対照表」「連
結損益計算書」「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」、計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」、「連結計算書類に
係る会計監査人の監査報告書」、「会計監査人の監査報告書」、「監査役会の監査報告書」
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議決権は、株主様が当社の経営にご参加いただくための大切な権利です。
議決権の行使方法は、以下の方法がございます。電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご参照
のうえ、ご行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権行使書のご記入方法

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。

2023年 6月29日㊍ 午前10時株主総会開催日時

また、議事資料として本冊子を
ご持参ください。

株主総会に当日ご出席いただける方

議決権電子行使プラットフォームについて
管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます）につきま

しては、㈱東京証券取引所等により設立された合弁会社が運営する
議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合
には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法と
して、前記インターネットによる議決権行使以外に、当該プラットフ
ォームをご利用いただくことができます。

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

賛成の場合 ⇒「賛」の欄に○印
否認する場合⇒「否」の欄に○印

第1号議案

全員賛成の場合 ⇒「賛」の欄に○印
全員否認する場合⇒「否」の欄に○印
一部の候補者の賛否を表示する場合
⇒「賛」もしくは「否」の欄に○印をし、
候補者の番号をご記入ください。

第2・3号議案

インターネットで議決権を行使される方

2023年 6月28日㊌ 午後6時まで行使期限

次ページの案内に従って、各議案に対する賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙に各議案に関する賛否をご表示のうえ
ご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示
がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ
ていただきます。

2023年 6月28日㊌ 午後6時到着行使期限

早期投函のお願い
行使期限後に到着する
議決権行使書が多数ございます。
お早めにご投函ください。

ご郵送で議決権を行使される方

こちらを
切り取って

ご返送ください。

議決権行使のお願い
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以降は画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

インターネットで議決権を行使される方

パソコンの場合 スマートフォン・タブレットの場合

2023年 6月28日㊌ 午後6時まで行使期限

当社指定の議決権行使ウェブサイトhttps://evote.tr.mufg.jp/ にて
各議案に対する賛否をご入力ください。

QRコード読み取り機能を搭載したス
マートフォン等をご利用の場合は、右
記のQRコードを読み取ってアクセス
いただくことも可能です。

議決権行使ウェブサイトのログ
インID及び仮パスワードは、同
封の議決権行使書用紙の右下に
記載されています。

1「株主総会に関する
お手続き」をタッチ

2「ログインID」及び
「仮パスワード」を入力

3「ログイン」をタッチ

1「次の画面へ」をクリック

2「ログインID」及び
「仮パスワード」を入力

3「ログイン」をクリック

議決権行使に関するよくあるご質問
Q1 書面とインターネット等の両方で議決権行使をした場合どちらが有効ですか？
A1 インターネット等による議決権行使の内容を有効として取扱わせていただきます。

Q2 インターネット等により複数回にわたり議決権を行使した場合、すべて有効ですか？
A2 複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

システム等に関するお問い合わせ

ヘルプデスク
（三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部）

0120-173-027
（通話料無料／受付時間 9:00～21:00）

議決権行使のお願い
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株主総会参考書類
第１号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由
当社及び子会社における今後の事業展開を踏まえ、現行定款第２条（目的）に事業目的
を追加するものであります。

２．変更の内容
変更の内容につきましては、次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現行定款 変更案

第２条（目的）
当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

(１)

～ （条文省略）

(26)

(27) 飲食店業

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

(28) （条文省略）

第２条（目的）
(現行どおり）

(１)

～ (現行どおり）

(26)

(27) 飲食店業、食品等の製造、販売

(28) 農水産物の生産・養殖、加工および販売

(29) 農業に関する人材の育成、研修、支援事業

(30) 酒類の小売業および卸売業

(31) 建築・土木・機械器具設置工事の施工および請負

(32) スポーツ競技の興行ならびに運営に関する業務

(33) 医薬部外品および化粧品の販売

(34) 託児所の運営

(35) 知的財産の管理および利用

(36) 映画、テレビ番組等の企画、制作および配給

(37) （現行どおり）
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再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任

再任 社外 独立

再任 社外 独立

再任 社外 独立

再任 社外 独立

第２号議案 取締役12名選任の件
取締役全員（12名）は、本総会終結のときをもって任期満了となりますので、あらためて

取締役12名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の地位 属性

１ 横
よこ

山
やま

博
ひろ

一
いち

代 表 取 締 役 会 長

２ 神
かみ

谷
や

健
けん

司
じ

代 表 取 締 役 社 長

３ 宗
むね

平
ひら

光
みつ

弘
ひろ

専 務 取 締 役

４ 横
よこ

山
やま

宗
もと

久
ひさ

専 務 取 締 役

５ 白
しら

木
き

享
とおる

常 務 取 締 役

６ 兎
う

洞
どう

則
のり

之
ゆき

常 務 取 締 役

７ 清
し

水
みず

茂代司
しげ よ し

取 締 役

８ 松
まつ

沢
ざわ

章
あき

博
ひろ

取 締 役

９ 櫻
さくら

井
い

由美子
ゆ み こ

取 締 役

10 北
きた

山
やま

恵理子
え り こ

取 締 役

11 川
かわ

井
い

和
かず

子
こ

取 締 役

12 森
もり

美
み

穂
ほ

取 締 役
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再任

再任

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

１
横
よこ

山
やま

博
ひろ

一
いち

（1950年２月２日生）
所有する当社株式の数

892,100株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1979年６月 当社代表取締役社長
2003年４月 当社代表取締役会長（現任）

(重要な兼職の状況)
なし

(取締役候補者とした理由）
創業者として長年にわたり経営全般に携わり、豊富な経験・知見を有
していることから、グループ経営の推進とコーポレート・ガバナンス
の強化に適任であると判断し、取締役候補者としております。

２

神
かみ

谷
や

健
けん

司
じ

（1968年2月17日生）
所有する当社株式の数

99,840株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1990年３月 当社入社
2000年５月 当社執行役員
2002年６月 当社取締役
2013年４月 当社常務取締役
2014年４月 当社代表取締役社長（現任）

(重要な兼職の状況)
なし

(取締役候補者とした理由）
モビリティ関連情報分野を中心に国内外子会社の代表取締役社長を歴
任しており、当社代表取締役社長に就任して以来、中期経営計画の策
定と実行において中心的な役割を果たしています。当社業務に関する
豊富な経験・知見を有していることから、グループ経営の推進とコー
ポレート・ガバナンスの強化に適任であると判断し、取締役候補者と
しております。
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再任

再任

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

３

宗
むね

平
ひら

光
みつ

弘
ひろ

(1967年５月８日生)
所有する当社株式の数

82,576株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1994年３月 当社入社
2004年４月 当社執行役員
2007年６月 当社取締役
2013年４月 当社常務取締役
2020年４月 当社専務取締役（現任）

関連会社戦略部門担当（現任）

(重要な兼職の状況)
コスミック流通産業株式会社 代表取締役会長
コスミックGCシステム株式会社 代表取締役会長
株式会社オートウェイ 代表取締役会長
株式会社プロトソリューション 代表取締役会長
株式会社オニオン 代表取締役会長
株式会社タイヤワールド館ベスト 代表取締役会長
株式会社グーネットエクスチェンジ 代表取締役会長
株式会社カークレド 代表取締役会長
株式会社プロトリオス 代表取締役会長
株式会社プロトベンチャーズ 代表取締役社長

(取締役候補者とした理由）
モビリティ事業担当役員、ITソリューション部門担当役員を歴任して
おり、また、関連会社戦略部門担当役員として当社業務に関する豊富
な経験・知見を有していることから、グループ経営の推進及びモビリ
ティ関連情報分野の強化に適任であると判断し、取締役候補者として
おります。

４
横
よこ

山
やま

宗
もと

久
ひさ

(1960年１月23日生)
所有する当社株式の数

531,460株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1979年６月 当社入社
1995年３月 当社取締役

経理部門（現経理・財務部門）担当（現任）
2001年６月 当社常務取締役
2020年４月 当社専務取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
なし

(取締役候補者とした理由）
経理・財務部門担当役員として当社業務に関する豊富な経験・知見を
有していることから、グループ経営の推進及び財務基盤の強化に適任
であると判断し、取締役候補者としております。
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再任

再任

再任

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

５

白
しら

木
き

享
とおる

(1970年４月22日生)
所有する当社株式の数

46,640株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1998年８月 当社入社
2006年４月 当社執行役員
2007年６月 当社取締役
2010年１月 事業推進部門（現ITソリューション部門）担当（現任）
2020年４月 当社常務取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
株式会社プロトソリューション 代表取締役社長
沖縄バスケットボール株式会社 代表取締役社長
沖縄アリーナ株式会社 代表取締役会長
沖縄スポーツアカデミー株式会社 代表取締役会長

(取締役候補者とした理由）
ITソリューション部門担当役員として当社業務に関する豊富な経験・
知見を有していることから、グループ経営の推進及びIT部門の強化に
適任であると判断し、取締役候補者としております。

６
兎
う

洞
どう

則
のり

之
ゆき

(1971年10月９日生)
所有する当社株式の数

23,860株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1996年12月 当社入社
2014年４月 当社執行役員

自動車関連事業（四輪）（現モビリティ事業（四輪））担当（現任）
2015年６月 当社取締役
2020年４月 当社常務取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
なし

(取締役候補者とした理由）
モビリティ事業担当役員として当社業務に関する豊富な経験・知見を
有していることから、グループ経営の推進及びモビリティ関連情報分
野の強化に適任であると判断し、取締役候補者としております。

７
清
し

水
みず

茂代司
しげ よ し

(1965年10月29日生)
所有する当社株式の数

17,220株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1999年８月 当社入社
2003年４月 当社執行役員
2008年６月 当社取締役（現任）
2017年10月 ガバナンス統括部門担当（現任）

(重要な兼職の状況)
なし

(取締役候補者とした理由）
ガバナンス統括部門担当役員として当社業務に関する豊富な経験・知
見を有していることから、グループ経営の推進及びコーポレート・ガ
バナンスの強化に適任であると判断し、取締役候補者としております。
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再任

再任
社外
独立

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

８
松
まつ

沢
ざわ

章
あき

博
ひろ

(1972年１月25日生)
所有する当社株式の数

16,720株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1994年 4 月 当社入社
2014年10月 当社執行役員

自動車関連事業（二輪・流通）（現モビリティ事業（二輪・流通））担当（現任）
2020年６月 当社取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
なし

(取締役候補者とした理由）
モビリティ事業担当役員として当社業務に関する豊富な経験・知見を
有していることから、グループ経営の推進及びモビリティ関連情報分
野の強化に適任であると判断し、取締役候補者としております。

９

櫻
さくら

井
い

由美子
ゆ み こ

(1969年３月１日生)
所有する当社株式の数

０株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1992年10月 監査法人伊東会計事務所入所
2000年１月 櫻井由美子公認会計士事務所開設 所長（現任）
2009年６月 株式会社東祥 社外監査役
2010年８月 株式会社アイケイ 社外監査役
2014年６月 当社社外取締役（現任）
2016年８月 株式会社アイケイ 社外取締役（監査等委員）
2019年６月 株式会社ジェイテクト 社外監査役（現任）
2022年６月 ダイコク電機株式会社 社外取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
櫻井由美子公認会計士事務所 所長
株式会社ジェイテクト 社外監査役
ダイコク電機株式会社 社外取締役

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
公認会計士、税理士として、財務及び会計分野における豊富な経験・
知見を有しており、客観的視点で経営の監視を遂行するに適任である
と判断し、社外取締役候補者としております。
同氏は、過去に社外取締役や社外監査役となること以外の方法で会社
の経営に関与されたことはありませんが、上記の理由により、社外取
締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しており
ます。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のときを
もって９年となります。
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再任
社外
独立

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

10

北
きた

山
やま

恵理子
え り こ

(1958年４月７日生)
所有する当社株式の数

０株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1981年４月 ダンアンドブラッドストリートジャパン株式会社入社
2000年12月 同社代表取締役社長
2010年12月 株式会社ロードウェイ（現株式会社グローブリンク）設立

代表取締役社長（現任）
2015年３月 東邦レマック株式会社 社外取締役
2015年６月 当社社外取締役（現任）
2016年１月 株式会社ジー・スリーホールディングス 社外取締役
2017年３月 株式会社SBY 代表取締役社長
2018年 2 月 株式会社BIZInfo（現株式会社日本チャンピオングループ)

代表取締役社長（現任）
2021年８月 Control Bionics Limited（オーストラリア法人）日本支社 代表（現任）

(重要な兼職の状況)
株式会社日本チャンピオングループ 代表取締役社長
株式会社グローブリンク 代表取締役社長
Control Bionics Limited（オーストラリア法人）日本支社 代表

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
企業経営者としての豊富な経験・知見を有しており、客観的視点で経
営の監視を遂行するに適任であると判断し、社外取締役候補者として
おります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のと
きをもって８年となります。
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再任
社外
独立

再任
社外
独立

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

11

川
かわ

井
い

和
かず

子
こ

(1952年１月29日生)
所有する当社株式の数

０株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）

1989年８月 株式会社ベルプランニング入社
1998年７月 川井和子税理士事務所（現税理士法人川井会計） 設立

社員税理士
2001年６月 TKC東京都心研修所 常勤講師
2003年４月 東京経営短期大学 兼任講師
2006年４月 東海大学政治経済学部 非常勤講師
2010年４月 愛知学院大学大学院商学研究科 客員教授（現任）
2013年４月 椙山女学園大学現代マネジメント学部 非常勤講師
2017年８月 株式会社ベルプランニング 代表取締役社長
2021年６月 当社社外取締役（現任）
2022年８月 税理士法人川井会計 代表社員（現任）

(重要な兼職の状況)
税理士法人川井会計 代表社員

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
税理士の資格を有しており、また、愛知学院大学大学院等で教授や講
師を歴任していることから、租税実務及び財務分野における豊富な経
験・知見を有しており、客観的視点で経営の監視を遂行するに適任で
あると判断し、社外取締役候補者としております。なお、同氏の当社
社外取締役就任期間は、本総会終結のときをもって２年となります。

12

森
もり

美
み

穂
ほ

(1963年９月30日生)
所有する当社株式の数

０株
取締役会出席状況

11回/12回（91.7％）

1996年４月 弁護士登録（名古屋弁護士会（現愛知県弁護士会））
1996年４月 那須國宏法律事務所入所
2002年９月 森美穂法律事務所（現森法律事務所）開設 代表（現任）
2021年６月 当社社外取締役（現任）
2022年３月 初穂商事株式会社 社外取締役（監査等委員）（現任）

(重要な兼職の状況)
森法律事務所 代表
初穂商事株式会社 社外取締役（監査等委員）

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割）
弁護士として法律に関する専門的な経験・知見を有しており、客観的
視点で経営の監視を遂行するに適任であると判断し、社外取締役候補
者としております。
同氏は、過去に社外取締役となること以外の方法で会社の経営に関与
されたことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断しております。なお、
同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結のときをもって２年と
なります。
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（注）1. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏は、社外取締役候補者であります。なお、

当社は櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏との間で会社法第423条第１項に定
める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は、会社法第425条第
１項の最低限度額としております。また、各氏の再任が承認された場合、当社は各氏との間で上記
責任限定契約を継続する予定であります。

3. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、そ
の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずるこ
とのある損害を当該保険契約により填補することとしております。取締役候補者は当該保険契約の
被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

4. 当社は、櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

5. 櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又
は役員であったことはありません。

6. 櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏は、当社の親会社等ではなく、また、過去
10年間に当社の親会社等であったこともありません。

7. 櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又
は役員ではなく、また、過去10年間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったことも
ありません。

8. 櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多
額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また、過去２年間に受けていたこともありません。

9. 櫻井由美子氏、北山恵理子氏、川井和子氏及び森美穂氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定
関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありま
せん。

2023年05月23日 09時42分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 14 ―

再任
社外
独立

新任
社外
独立

第３号議案 監査役２名選任の件
監査役雑賀仁志氏が、本総会終結のときをもって任期満了となります。つきましては、監査

体制の一層の強化及び充実を図るため１名を増員し、あらためて監査役２名の選任をお願いす
るものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況

１
雑
さい

賀
が

仁
ひと

志
し

(1965年６月２日生)
所有する当社株式の数

０株
取締役会出席状況

12回/12回（100％）
監査役会出席状況

15回/15回（100％）

1989年10月 監査法人伊東会計事務所入所
1998年７月 雑賀公認会計士事務所開設 所長（現任）
2019年６月 当社社外監査役（現任）

(重要な兼職の状況)
雑賀公認会計士事務所 所長

(社外監査役候補者とした理由）
公認会計士、税理士として、財務及び会計分野における豊富な経験・
知見を有しており、また、公正・客観的な立場から取締役の業務執行
状況を監査し、経営の健全性及び透明性の向上に貢献する資質と見識
を備えていると判断したことから社外監査役候補者としております。
なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結のときをもって
４年となります。

２

戸
と か の
叶 弘

ひろし

(1962年８月29日生）

所有する当社株式の数
500株

1985年 4 月 キリンビール株式会社入社
2018年 3 月 キリングループロジスティクス株式会社 代表取締役社長
2020年 3 月 キリンビール株式会社 常勤監査役

(重要な兼職の状況)
なし

(社外監査役候補者とした理由）
キリンビール株式会社及びキリングループ関連会社において、営業部
門、広報・CSR部門及び物流部門にて要職を歴任しており、また、キ
リングループロジスティクス株式会社において代表取締役社長を務め
ておりますので、経営者としての豊富な経験・知見を有しております。
また、同氏は、監査役にも従事しており、監査役としての豊富な経
験・知見を有しております。以上のことから、客観的視点で経営の監
視を遂行するに適任であると判断し、社外監査役候補者としておりま
す。
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（注）1. 各社外監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 雑賀仁志氏及び戸叶弘氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は雑賀仁志氏との間で会社

法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額
は、会社法第425条第１項の最低限度額としております。同氏の再任が承認された場合、当社は同
氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。また、戸叶弘氏の選任が承認された場合、
当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

3. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することとなる、そ
の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずるこ
とのある損害を当該保険契約により填補することとしております。監査役候補者は当該保険契約の
被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

4. 当社は、雑賀仁志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。また、当社は、戸叶弘氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出る予定であります。

5. 雑賀仁志氏及び戸叶弘氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありませ
ん。

6. 雑賀仁志氏及び戸叶弘氏は、当社の親会社等ではなく、また、過去10年間に当社の親会社等であっ
たこともありません。

7. 雑賀仁志氏及び戸叶弘氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また、過去10
年間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。

8. 雑賀仁志氏及び戸叶弘氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける
予定はなく、また、過去２年間に受けていたこともありません。

9. 雑賀仁志氏及び戸叶弘氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役
員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

以 上
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（ご参考）
取締役会スキルマトリックス（本総会において各候補者が選任された場合）

役 職 氏 名 企業経営 法務・コンプ
ライアンス

財務会計・
税務

マーケティ
ング・営業 IT・デジタル 人材育成・

開発

代表取締役
会長 横山 博一 ○ ○ ○

代表取締役
社長 神谷 健司 ○ ○ ○

専務取締役 宗平 光弘 ○ ○ ○

専務取締役 横山 宗久 ○ ○ ○

常務取締役 白木 享 ○ ○ ○

常務取締役 兎洞 則之 ○ ○ ○

取締役 清水 茂代司 ○ ○ ○

取締役 松沢 章博 ○ ○ ○

社外取締役 櫻井 由美子 ○ ○

社外取締役 北山 恵理子 ○ ○ ○

社外取締役 川井 和子 ○ ○

社外取締役 森 美穂 ○
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事 業 報 告
( 自 2022年４月１日

至 2023年３月31日 )
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が継続する中、
経済活動や個人消費活動による緩やかな持ち直しの動きが続く一方、ウクライナ情勢に起因
する資源価格の高騰、世界的な物価上昇及び円安方向への為替変動を契機とする40年ぶり
の物価上昇を記録し、依然として世界経済の不確実性による先行きが不透明な経済環境が続
いております。
こうした経済環境の中、当社グループの主要顧客である自動車販売業界におきましては、

半導体をはじめとした部品の供給不足が徐々に緩和されてきており、新車販売台数は前年実
績を若干上回る水準で推移いたしました。また、中古車登録台数については、新車納期の長
期化の代替需要がある一方、新車販売台数の減少による影響を受け供給不足が生じ、前年を
下回る水準で推移いたしました。
このような状況の中、当社グループにおきましては、多様化するユーザーニーズや今後の

市場環境を踏まえて策定した「中期経営計画(2023年3月期~2025年3月期)」に基づき、当
社が保有するマスター、AI技術及びデータを掛け合わせることで、モビリティ領域のDX化
に寄与する新商品・サービスの提供に取り組んでまいりました。
以上のことから、当連結会計年度の売上高は、105,596百万円(前期比83.8%増)となりま

した。増収となった主な要因は、コスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステム
株式会社を子会社化したことに伴う事業領域の拡大によるものであります。営業利益は、上
記の増収及び「MOTOR GATE」を中心としたサービスプラットフォームに関連するDX商
品の提供が堅調に推移したことによる影響などにより、7,336百万円(前期比14.2%増)とな
り、経常利益は、為替相場の変動により、為替リスクを回避するために行っていた通貨オプ
ション取引に含み損が発生したことによるデリバティブ評価損を計上したことが影響し、
6,963百万円(前期比5.1%増)となりました。親会社株主に帰属する当期純利益につきまして
は、前連結会計年度において株式会社プロトメディカルケア(現 株式会社ハートメディカル
ケア)の株式譲渡に伴う関係会社株式売却益の計上があったことが影響し、4,424百万円(前
期比24.7%減)となりました。また、ROEは10.6%(当社中期経営計画の目標値12.0%)とな
りました。
なお、事業のセグメント別の業績につきましては、次のとおりであります。

当連結会計年度より、事業セグメントの区分方法及び名称を変更しております。前連結会
計年度の数値につきましては、変更後のセグメント区分に組み替えた後の数値となっており
ます。
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(プラットフォーム)
モビリティ業界No.1のサービスプラットフォームの構築を目指し、各事業領域における

シェアの拡大並びに顧客当たりの取引単価の維持・拡大に努めるとともに、モビリティ領域
のDX化に寄与するサービスの強化に取り組んでまいりました。
中古車領域においては「グーネット」のコンテンツ量最大化、「グーネット」のバックグ

ラウンドシステムである「MOTOR GATE」の提供及び機能向上を通じた取引拠点数の拡
大並びに中古車販売店の経営支援に取り組んでまいりました。整備領域においては「グーネ
ットピット」におけるコンテンツの拡充に加え、入庫管理システム「MOTOR GATE PIT
IN」の提供、新車領域においては引き続き「DataLine SalesGuide」の拡販に取り組んで
まいりました。
以上の結果、売上高は30,305百万円(前期比5.3%増)となりました。増収となった主な要

因は「MOTOR GATE」を中心とするメディア事業におけるDX商品の提供が堅調に推移し
たことによるものであります。営業利益につきましては、上記のメディア事業の伸長により
8,565百万円(前期比9.3%増)となりました。
(コマース)
タイヤ・ホイール等の販売は、引き続き、主要取扱ブランドの販売強化に取り組むととも

に、当社の「グーネット」、「グーネットピット」、「MOTOR GATEショッピング」等との
シナジーを追求することで販売機会の拡大に努めてまいりました。中古車輸出事業において
は国内外の中古車輸出業者とのアライアンスを強化するなど、ビジネスモデルの拡充に向け
た取り組みを進めてまいりました。また、コスミック流通産業株式会社及びコスミックGC
システム株式会社の子会社化に伴い、商品券やギフト券等のチケット販売事業に新規進出し
ております。以上の結果、売上高は68,548百万円（前期比179.9％増）、営業利益は417百
万円（前期比525.7％増）となりました。
(その他)
当連結会計年度に沖縄バスケットボール株式会社の株式を取得し、同社及び同社の子会社

である沖縄アリーナ株式会社及び沖縄スポーツアカデミー株式会社を連結の範囲に含めてお
ります。
一方で前連結会計年度において株式会社プロトメディカルケア(現 株式会社ハートメディ

カルケア)の株式譲渡を行ったことなどにより、売上高は6,742百万円（前期比61.4％増）、
営業利益は378百万円（前期比13.4％減）となりました。

当連結会計年度のセグメント別売上高は、次のとおりであります。

セグメント別
前連結会計年度 当連結会計年度 前年同期比増減

金 額
（百万円）

構成比
（％）

金 額
（百万円）

構成比
（％）

金 額
（百万円）

増減率
（％）

プラットフォーム 28,775 50.1 30,305 28.7 1,530 5.3
コ マ ー ス 24,492 42.6 68,548 64.9 44,056 179.9
そ の 他 4,178 7.3 6,742 6.4 2,564 61.4
合 計 57,446 100.0 105,596 100.0 48,150 83.8
（注） 上記は外部顧客に対する売上高を記載しております。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度に実施した設備投資の総額は2,898百万円であり、その主なものは、土地

の取得や新商品の開発等に係るソフトウエア資産の増加であります。

（3）資金調達の状況
特記事項はありません。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
特記事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
コスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステム株式会社は、2022年4月１日付

で当社が全株式を新たに取得したため、当連結会計年度より連結子会社となりました。
また、2022年7月1日付で、当社連結子会社である株式会社プロトソリューションが沖縄

バスケットボール株式会社の株式を取得し、同社及び同社の子会社である沖縄アリーナ株式
会社及び沖縄スポーツアカデミー株式会社は、当連結会計年度より連結子会社となりまし
た。
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（8）対処すべき課題
当社は「挑戦を未来の力に変え 夢と感動 楽しい! で社会に貢献する」という経営理念の

もと、企業経営を進めております。当社と関わる全てのステークホルダーとの繋がりを大切
にし、夢をともに描き、感動を創造していくことで、社会価値を創造する「未来社会のパー
トナー」を目指したいと考えております。
また、企業目標とする「チェンジング・カンパニー」の実現に向けて、「ブランドの確立」

を図り、有益な情報とサービスの提供を通じてユーザー・顧客の満足を獲得することによ
り、中長期的な成長による企業価値の向上に努めてまいります。さらに、コーポレート・ガ
バナンス強化への取り組みを通じて、社会から信頼を得られる透明性の高い健全な経営体制
の確立に努めてまいります。
当社グループは、多様化するユーザーニーズや今後の市場環境の変化を踏まえ、「中期経

営計画(2023年3月期~2025年3月期)」を策定しております。当該中期経営計画に基づき、
当社が保有するマスター、AI技術及びデータを掛け合わせることで、モビリティ領域のDX
化に寄与する新商品・サービスの開発・提供を推進してまいります。さらに、中古車、整
備、新車の各領域におけるシェアの更なる拡大を通じて、モビリティ業界No.1のプラット
フォームを構築することを目指すとともに、同プラットフォームを軸とするデータサービス
の展開を進めてまいります。また、既存事業におけるノウハウを活用した新規事業領域の確
立に向けた取り組みを強化することで、更なる事業成長を図ってまいります。

（9）財産及び損益の状況の推移

区 分
第42期

（2020年３月期）

第43期

（2021年３月期）

第44期

（2022年３月期）

第45期
当連結会計年度

（2023年３月期）
売 上 高 (百万円) 59,127 55,787 57,446 105,596
経 常 利 益 (百万円) 5,354 6,118 6,622 6,963
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 4,991 4,853 5,880 4,424
１株当たり当期純利益 (円) 124.33 120.86 146.34 110.05
総 資 産 (百万円) 44,726 49,388 54,525 60,553
純 資 産 (百万円) 31,932 35,934 40,397 43,515
（注） 1. １株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出してお

ります。
2. 当社は、2019年７月1日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、１株当

たりの当期純利益は当該株式分割が第42期期首に行われたと仮定して算定しております。
3. 第44期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用

しており、第43期の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を遡及適用した後の数値
を記載しております。

2023年05月23日 09時42分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 21 ―

（10）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資本金 議決権比率 主 な 事 業 内 容

コスミック流通産業株式会社 30百万円 100.00％ ディスカウントチケット等の販売
株 式 会 社 オ ー ト ウ ェ イ 499百万円 100.00％ 輸入タイヤ・ホイール等の販売

株式会社プロトソリューション 100百万円 100.00％ デジタルマーケティング事業並びにIT
インテグレーション事業

株式会社タイヤワールド館ベスト 499百万円 100.00％ タイヤ・ホイール等の販売

株式会社グーネットエクスチェンジ 88百万円 100.00％ 中古車の輸出・販売
株 式 会 社 カ ー ク レ ド 99百万円 100.00％ 車両検査サービス

株 式 会 社 プ ロ ト リ オ ス 60百万円 100.00％
自動車の修理・部品に関する情報誌の
発行並びに自動車整備、修理等に関す
るソフトウエアの開発及び販売

株式会社プロトベンチャーズ 430百万円 100.00％ 投資事業

（注） 1. 当社は、2022年４月１日付でコスミック流通産業株式会社、コスミックGCシステム株式会社
の全株式を取得し、子会社といたしました。また、2022年11月１日付でコスミック流通産業
株式会社を完全親会社とし、コスミックGCシステム株式会社を完全子会社とする株式交換を実
施いたしました。

2. 当社連結子会社である株式会社プロトソリューションは、2022年7月1日付で沖縄バスケット
ボール株式会社の株式を取得し、同社及び同社の子会社である沖縄アリーナ株式会社及び沖縄
スポーツアカデミー株式会社を子会社といたしました。

③ 当事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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（11）主要な事業内容
事 業 部 門 主 要 品 目 等

プラットフォーム

クルマ情報メディア「グーネット」
クルマ情報誌「グー」、輸入車情報誌「グーワールド」
カーメンテナンス情報メディア「グーネットピット」
バイク総合メディア 「グーバイク」
中古車オークション相場情報誌「オークション情報」
新車ディーラー向け経営支援プラットフォーム「DataLine」
「月刊ボデーショップレポート」、鈑金塗装見積りシステム「Morenon NEXT」
自動車整備業鈑金統合システム「RacroSⅡ」
不動産情報サイト「グーホーム」
自動車鑑定事業

コ マ ー ス
タイヤ・ホイール等の販売
中古車輸出事業
チケット販売

そ の 他

BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）
太陽光発電
ソフトウェア開発・販売等
映像制作
農業事業
投資事業
バスケットボールチームの運営
賃貸等不動産の保全・管理

（12）企業集団の主要拠点等
① 当社

本 社
本 社 名古屋市中区葵一丁目23番14号
東 京 本 社 東京都新宿区西新宿六丁目18番１号

本 部 ・ 支 社

札 幌 支 社 札幌市中央区 金 沢 支 社 石川県金沢市
仙 台 支 社 仙台市若林区 大 阪 支 社 大阪府東大阪市
高 崎 支 社 群馬県高崎市 広 島 支 社 広島市安佐南区
長 野 支 社 長野県長野市 松 山 支 社 愛媛県松山市
浜 松 支 社 浜松市東区 福 岡 支 社 福岡市博多区
名 古 屋 支 社 名古屋市名東区 熊 本 支 社 熊本市中央区
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② 主要な子会社
コスミック流通産業株式会社 横浜市神奈川区
株式会社オートウェイ 福岡県京都郡苅田町
株式会社プロトソリューション 沖縄県宜野湾市
株式会社タイヤワールド館ベスト 仙台市宮城野区
株式会社グーネットエクスチェンジ 浜松市東区
株式会社カークレド 東京都新宿区
株式会社プロトリオス 大阪市中央区
株式会社プロトベンチャーズ 東京都新宿区

（注） 上記主要な子会社には、当社が直接議決権100％を保有する子会社を記載しております。

（13）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

1,468名 166名増
（注） 上記従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は含まれておりません。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

534名 ー名 38.9歳 11.6年
（注）1. 上記従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は含まれておりません。

2. 上記従業員数は、子会社等へ出向している従業員数を含んでおります。
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（14）主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 額

株式会社三菱UFJ銀行 1,900百万円
株式会社福岡銀行 1,103百万円
株式会社北九州銀行 768百万円

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

2. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 123,600,000株
(2) 発行済株式の総数 41,925,300株（自己株式1,704,227株を含む）
(3) 株主数 5,306名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株式会社夢現 13,614,480株 33.8％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,510,200株 13.7％
JPLLC CLIENT ASSETS-SK J 1,892,161株 4.7％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,790,900株 4.5％
JP MORGAN CHASE BANK 385632 1,146,696株 2.9％
横山 博一 892,100株 2.2％
CLEARSTREAM BANKING S.A. 861,700株 2.1％
PERSHING-DIV. OF DLJ SECS. CORP. 690,900株 1.7％
東京紙パルプ交易株式会社 620,000株 1.5％
RE FUND 107-CLIENT AC 600,000株 1.5％
（注）1. 当社は、自己株式1,704,227株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

2. 上記の持株比率は、自己株式（1,704,227株）を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況
代表取締役会長 横 山 博 一
代表取締役社長 神 谷 健 司

専 務 取 締 役 宗 平 光 弘 関連会社戦略部門

コスミック流通産業株式会社 代表取締役会長
コスミックGCシステム株式会社 代表取締役会長
株式会社オートウェイ 代表取締役会長
株式会社プロトソリューション 代表取締役会長
株 式 会 社 オ ニ オ ン 代 表 取 締 役 会 長
株式会社タイヤワールド館ベスト 代表取締役会長
株式会社グーネットエクスチェンジ 代表取締役会長
株式会社カークレド 代表取締役会長
株式会社プロトリオス 代表取締役会長
株式会社プロトベンチャーズ 代表取締役社長

専 務 取 締 役 横 山 宗 久 経理・財務部門

常 務 取 締 役 白 木 享 ITソリューション部門
株式会社プロトソリューション 代表取締役社長
沖縄バスケットボール株式会社 代表取締役社長
沖縄アリーナ株式会社 代表取締役会長
沖縄スポーツアカデミー株式会社 代表取締役会長

常 務 取 締 役 兎 洞 則 之 モビリティ事業（四輪）
取 締 役 清 水 茂代司 ガバナンス統括部門
取 締 役 松 沢 章 博 モビリティ事業（二輪・流通）

取 締 役 櫻 井 由美子
櫻 井 由 美 子 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長
株 式 会 社 ジ ェ イ テ ク ト 社 外 監 査 役
ダ イ コ ク 電 機 株 式 会 社 社 外 取 締 役

取 締 役 北 山 恵理子
株式会社日本チャンピオングループ 代表取締役社長
株式会社グローブリンク 代表取締役社長
Control Bionics Limited（オーストラリア法人）日本支社 代表

取 締 役 川 井 和 子 税理士法人川井会計 代表社員

取 締 役 森 美 穂 森法律事務所 代表
初穂商事株式会社 社外取締役（監査等委員）

常 勤 監 査 役 山 田 信 二
常 勤 監 査 役 富 永 新
監 査 役 雑 賀 仁 志 雑賀公認会計士事務所 所長
（注） 1. 取締役櫻井由美子、北山恵理子、川井和子、森美穂の４氏は、会社法第２条第15号に定める社

外取締役であります。
2. 監査役山田信二、富永新、雑賀仁志の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり

ます。
3. 取締役櫻井由美子氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
4. 取締役北山恵理子氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
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5. 取締役川井和子氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
6. 取締役森美穂氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
7. 監査役雑賀仁志氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
8. 監査役雑賀仁志氏は、公認会計士、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。
9. 当社は、取締役の業務執行権を企業規模並びに組織の拡大に応じて委譲することを目的とした

執行役員制度を導入しております。当社が導入している執行役員制度では、特定の部門を所管
している執行役員に取締役が有する業務執行権と同等の権限を与え、その担当職務の執行状況
について、適宜、取締役会への報告を求めることとしております。なお、2023年３月31日現
在の執行役員は、近藤修司、髙木学、福本淳、鈴木毅人、大塚憲司、川渕幸生、黛広樹、早馬
裕、小野寺信幸の９氏であります。

（2）事業年度中に退任した取締役及び監査役
該当事項はありません。

（3）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を

締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める額を責
任の限度としております。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行

に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのあ
る損害を、当該保険契約により填補することとしています。当該保険契約の被保険者は、当
社の取締役、監査役及び執行役員であり、被保険者の保険料負担はありません。
なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法

令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象
とならないなど、一定の免責事由があります。
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（5）取締役及び監査役の報酬等に関する事項
当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議してお

ります。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の

決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していること
や、任意の指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることにより、当該方針に沿うもの
であると判断しています。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

① 当社の役員の報酬等の額の決定に関する方針
a. 当社役員報酬制度の基本的な考え方

当社では、コーポレート・ガバナンスに関する基本方針に基づき、継続的な企業価値向
上に資するよう、また、業務執行・経営監督の機能に応じて、それぞれが適切に発揮され
るよう役員報酬制度を定めております。

b. 報酬水準の考え方
社会情勢並びに当社役員が担うべき機能・役割、当社業績水準等に応じた報酬水準とす

るとともに、事業年度毎に業績や経営内容を考慮し、一般的な常識水準を逸脱しない額に
することとしております。なお、業績を考慮するうえでの指標としては、連結売上高及び
連結営業利益を採用しております。持続的成長を図るため管理すべき重要な指標のひとつ
であることから、指標として選択しております。当該目標値と実績値は、以下のとおりで
あります。

業績評価指標 目 標 値
（百万円）

実 績 値
（百万円） 達 成 率

連 結 売 上 高 95,000 105,596 111.2%

連 結 営 業 利 益 7,200 7,336 101.9%

c. 報酬構成の考え方
業務執行を担う取締役及び執行役員の報酬については、単年度の業績のみならず、中長

期的な企業価値に連動する報酬を採用するとともに、現金報酬（「固定報酬」及び「役員
退職慰労金」（執行役員は除く））のほか、株主価値との連動性をより強化した「譲渡制限
付株式報酬」を設けることにより、より中長期的な企業価値向上を意識づける報酬構成と
しております。なお、経営の監督機能を担う社外取締役並びに監査を担う監査役について
は、それぞれ適切にその役割を担うため、独立性を確保する必要があることから、「譲渡
制限付株式報酬」は支給しておりません。
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d. 各報酬の内容
「固定報酬」は、原則として、各役員等の役位や各役員等が担う役割・責務に応じて決

定し、毎月現金で支給することとしております。
「役員退職慰労金」は、当社の役員退職慰労金規程に定める基準に基づき、株主総会の

決議を経て、退任時に支給することとしております。
「譲渡制限付株式報酬」は、2019年度より当社グループ共通の新たな中長期インセン

ティブプランとして導入したものであり、これまで以上に、当社グループの中長期的な業
績向上への業務執行を担う取締役及び執行役員の貢献意欲を高めるとともに、株主の皆様
との利益意識の共有を図ることを目的としております。なお、譲渡制限付株式の付与基準
は、単年度連結当期純利益の計画達成時（隔年ごとに判定）に付与することとし、その総
額は、その都度、譲渡制限付株式の付与対象者の規模等を勘案し検討することといたして
おります。
また、直前事業年度の個別損益計算書における税引後当期純利益が当社の定める一定額

以上の子会社の代表取締役社長（親会社の取締役兼任者を除く）についても、譲渡制限付
株式の付与対象者とし、親会社と子会社間のウェイトは連結当期純利益の連単倍率を適用
することといたしております。

e. 当事業年度に係る役員報酬の審議・決定プロセス
当社では、任意の指名・報酬委員会を設置しており、役員報酬の決定方針並びに報酬額

（実支給額）の決定にあたっては、同委員会における審議・決定プロセスを経ることとし
ております。同委員会は独立社外取締役である櫻井由美子氏を委員長とし代表取締役社長
である神谷健司氏及び独立社外取締役である北山恵理子氏の３名で構成されており、当社
が定める評価基準を基に各役員を評価（５点評価）したうえで、当該結果を基に役位別に
設定された報酬額の範囲内において各役員の報酬額の妥当性を審議し、取締役会に答申を
行います。なお、監査役の個人別支給額については、監査役の協議を経て決定しておりま
す。
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② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 譲渡制限付
株式報酬

取 締 役 12名 264 242 - 12 9
監 査 役 3名 16 15 - 1 -
合 計 15名 280 257 - 13 9

（注）1. 取締役の報酬限度額は、2000年６月28日開催の第22期定時株主総会において、年額1,000百万円
以内と決議いただいております。なお、当該決議時の取締役は８名です。

2. 2019年６月26日開催の第41期定時株主総会決議により、上記の取締役の報酬限度額となる年額
1,000百万円の枠内で、譲渡制限付株式報酬制度を導入しており、本制度の報酬限度額は年額300百
万円以内と決議いただいております。なお、当該決議時の取締役は11名（うち、社外取締役は2名）
です。

3. 監査役の報酬限度額は、1985年１月20日開催の臨時株主総会において、年額30百万円以内と決議
いただいております。なお、当該決議時の監査役は１名です。

4. 退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金の繰入額を記載しております。
5. 譲渡制限付株式報酬は、当事業年度における費用計上額を記載しております。

（6）社外役員に関する事項
① 重要な兼職の状況等

重要な兼職の状況等につきましては、25頁及び26頁に記載のとおりであります。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出席状況 主な活動状況

社外取締役 櫻 井 由美子 取締役会12回中12回

公認会計士、税理士としての財務・会計に関する
専門的知見に基づき、当社取締役会において適宜
意見を述べております。また、任意の指名・報酬
委員会では、委員長として客観的・中立的立場で
当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程
における監督機能を担っております。

社外取締役 北 山 恵理子 取締役会12回中12回

企業経営者としての経営全般と海外事業に関する
豊富な経験と知見に基づき、当社取締役会におい
て適宜意見を述べております。また、任意の指
名・報酬委員会では、客観的・中立的立場で当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程にお
ける監督機能を担っております。
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区 分 氏 名 出席状況 主な活動状況

社外取締役 川 井 和 子 取締役会12回中12回

税理士としての豊富な経験と知見に基づき、当社
取締役会において適宜意見を述べております。各
種の議案において客観的な立場から積極的に意見
を表明するなど、意思決定の妥当性・適正性を確
保するための適切な役割を果たしております。

社外取締役 森 美 穂 取締役会12回中11回

弁護士としての高い専門性及び豊富な経験と知見
に基づき、当社取締役会において適宜意見を述べ
ております。議案の法的問題について発言するな
ど、コンプライアンスの強化に貢献するととも
に、意思決定の妥当性・適正性を確保するための
適切な役割を果たしております。

社外監査役 山 田 信 二 取締役会12回中12回
監査役会15回中15回

監査役としての豊富な経験と知見に基づき、常勤
監査役として、取締役会において適宜質問をし、
意見を述べております。また、当社監査役会にお
いては、監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役 富 永 新 取締役会12回中12回
監査役会15回中15回

出身分野である金融業界を通じて培ったITに関す
る豊富な経験と知見に基づき、取締役会において
適宜質問をし、意見を述べております。また、当
社監査役会においては、監査結果についての意見
交換、監査に関する重要事項の協議等を行ってお
ります。

社外監査役 雑 賀 仁 志 取締役会12回中12回
監査役会15回中15回

公認会計士、税理士としての豊富な経験と知見に
基づき、当社取締役会において適宜質問をし、意
見を述べております。また、当社監査役会におい
ては、監査結果についての意見交換、監査に関す
る重要事項の協議等を行っております。

（注） 当社は、取締役櫻井由美子、取締役北山恵理子、取締役川井和子、取締役森美穂、監査役山田信二、監
査役富永新、監査役雑賀仁志の７氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おります。

③ 報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 譲渡制限付
株式報酬

社外取締役 4名 11 10 - 1 -
社外監査役 3名 16 15 - 1 -

（注） 退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金の繰入額を記載しております。
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5. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
区 分 支 払 額

当事業年度に係る公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 49百万円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 51百万円
（注）1. 当社監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査人の監査日数や人員配置等の

内容、前事業年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提とな
る見積りの算定根拠を精査した結果、会計監査人の報酬の額について同意いたしました。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を区分しておらず、かつ実質的にも区分できないことから、上記の支払額にはこ
れらの合計額を記載しております。

（3）子会社の監査に関する事項
当社の海外子会社であるCAR CREDO（Thailand）Co.,Ltd.は、当社の会計監査人以外

の監査法人による監査を受けております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査役会は、会計監査人の職務遂行状況を総合的に判断し、会計監査人が継続してそ

の職務を全うするうえで、重要な疑義を抱く事象が発生した場合には、監査役会で審議し、
監査役会が株主総会に提出する会計監査人の解任・不再任に関する議案の内容を決定しま
す。
また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると

認められる場合においても、会計監査人の解任又は不再任につき審議し、監査役会が解任・
再任を決定いたします。監査役全員の同意に基づき解任を決定した場合、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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6. 会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て、取締役会において決議しております。なお、2022年６月14日開催の取締役会決議によ
り、その一部を改定しております。概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）当社は、法令・定款の遵守を徹底するため、企業行動憲章を制定するとともに、コン
プライアンス規程を制定し行動基準の徹底・推進を図る。

２）法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、内部通報制度規程を
制定するとともに、内部通報受付窓口を設ける。

３）万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容及び対処案が遅
滞なくトップマネジメント、取締役会、監査役に報告される体制を構築する。

４）監査役は、当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認めると
きは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる。

５）各担当部署にて、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、必要に
応じて規則・ガイドラインの策定、研修の実施を行う。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱については、当社社内規程及びそれに関す

る各管理マニュアルに従い、適切に保存及び管理を行うものとする。また、必要に応じて
運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a. 当社は、業務執行に係るリスクとして、以下の１）から16）のリスクを認識するとと
もに、その把握と管理、個々のリスクに対する管理責任についての体制を整える。
１）印刷用紙の市況変動について
２）特定外注先・仕入先への依存について
３）コンテンツに対する法的規制について
４）中古車の売買に対する法的規制について
５）人材紹介・人材派遣事業に対する法的規制について
６）システムセキュリティ及びシステム・ネットワークダウンによるリスクについて
７）個人情報の保護について
８）コンテンツの内容に対する企業責任について
９）中古車輸出事業におけるリスクについて
10）M&Aに係るリスクについて
11）子会社の業績について
12）技術革新への対応に係るリスクについて
13）人材の獲得及び育成に係るリスクについて
14）海外事業に係るリスクについて
15）自然災害及び感染症拡大に係るリスク
16）商品券・ギフト券等の売買に対する法的規制について

b. リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理
責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

c. 不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、必要に応じ
て顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡
大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
a. 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締
役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

b. 経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び
中期３ヶ年経営計画に基づき、各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動するこ
ととする。また、経営目標が当初の予定どおりに進捗しているか業績報告を通じ定期的
に検査を行う。

c. 職務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びそ
の付議基準に該当する事項全てについて取締役会に付議することを遵守する。その際に
は経営判断の原則に基づき、事前に議題に関する十分な資料が全役員に配付される体制
を整える。
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d. 取締役の業務執行権を企業規模並びに組織の拡大に応じて委譲することを目的として
執行役員制度を導入し、特定の部門を所管する執行役員に対し取締役が有する業務執行
権と同等の権限を与えるものとする。また、当該執行役員の職務の執行状況について、
適宜、取締役会への報告を求めるものとする。

e. 日常の職務執行に際しては、職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権限の委譲が行
われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り職務を執行する。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
a. 当社は、子会社及び関連会社（以下「関係会社」という）に対する管理の適正化を図
り、関係会社の指導・育成を促進し企業集団としての経営効率の向上に資することを目
的として、関係会社管理規程を制定する。

b. 当社は、関係会社を含めた企業集団の業務の適正を確保するための体制として、関連
会社戦略室を置き、関係会社の業務の適正化及びリスク管理体制の確立を図る。

c. 関連会社戦略室は、関係会社の取締役等に対して事業に関する報告を定期的に求める
とともに、当社及び関係会社間での情報の共有化を図る。また、関係会社の取締役等が
効率的な職務執行及びコンプライアンス体制の構築ができるよう、必要に応じて指導・
助言を行う。

d. 関連会社戦略室は、関係会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び社内規程
等に違反又はその懸念が発生あるいは発覚した場合、並びに関係会社に損失の危険の発
生を把握した場合には、直ちに当社の取締役会、監査役及び担当部署に当該事項が報告
される体制を構築する。

e. 監査役並びにガバナンス統括室は、定期又は臨時に関係会社の管理体制及び業務の適
正確保について監査する。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性を確保するため、「内部統制マニュアル」を整備するととも

に、一般に公正・妥当と認められる会計基準に準拠して財務報告に係る内部統制を整備・
運用し、その有効性を適正に評価する。

⑦ 反社会的勢力排除に向けた体制
a. 当社は、「企業行動憲章」に、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に
対する行動指針を定めるとともに、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で挑み、業
界団体や警察、顧問弁護士等との連携を強化することにより、情報共有を行い、その排
除に取り組む。

b. 反社会的勢力対応規程並びにコンプライアンス規程に基づき、反社会的勢力に対する
利益供与を禁じ、反社会的勢力とは一切の関係を遮断することとする。
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⑧ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項
a. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、特別な理由があ
る場合を除き、当社の使用人から監査役補助者を任命する。

b. 監査役補助者は監査役の指揮命令の下に職務を遂行することとする。また、監査役補
助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動等については、監査
役会の同意を得たうえで取締役会が決定することとし、取締役からの独立性を確保す
る。

⑨ 当社の取締役及び使用人並びに関係会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役
に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に
行われることを確保するための体制
a. 当社の取締役及び使用人並びに関係会社の取締役、監査役及び使用人等は、当社の業
務又は業績に影響を与える重要な事項について直接又は内部通報システムを用いて間接
的に監査役に報告する。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて当社の取締役
及び使用人並びに関係会社の取締役、監査役及び使用人等に対して報告を求めることが
できる。

b. 内部通報システムの適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライ
アンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保する。

c. 前各号の報告をしたことを理由に、当該報告者が不利な取扱を受けないものとする。
d. 監査役は、重要な意思決定のプロセスや取締役の職務執行状況を把握するため、取締
役会等の重要会議に出席するとともに、ガバナンス統括室及び会計監査人と緊密な連携
を保ちながら監査の実効性を確保する。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針
監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、

当該監査役の職務執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用等の処理
をする。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システム構築に係る基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を

確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況
の概要は以下のとおりであります。
当社は、「内部統制委員会」を12回開催し、法令・社内規程等の遵守状況を確認したうえ

で、必要に応じて、コンプライアンス体制を見直すとともに、子会社を含む当社グループの
リスク評価を行い、その管理及び低減に努めました。
当社の取締役会は、社外取締役４名を含む取締役12名で構成し、監査役３名も出席した

うえで開催し、取締役の職務執行を監督いたしました。また、取締役会は、執行役員を選任
し、各執行役員は、代表取締役の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲で、職務を執
行いたしました。なお、取締役会の機能の向上を図ることを目的として、取締役会全体の実
効性に係るアンケート形式による自己評価を実施しております。
子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会において

審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めました。
ガバナンス統括室は、期初に立案した内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状

況について、各部門を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監
査役に報告いたしました。
監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、定時（毎月）及び臨時の常勤監査役協議会

と監査会を実施し、監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、執行役員会において
活動状況や所感を表明しました。さらに、取締役会に出席するとともに、取締役・執行役員
その他使用人と対話を行い、ガバナンス統括室・会計監査人と連携し、取締役及び使用人の
職務の執行状況を監査いたしました。
常勤監査役は、主要な稟議書の回付を受け取締役及び使用人の職務の執行状況を監査する

とともに、内部統制委員会等の重要会議に出席し必要な場合は意見を述べました。
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（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社では、経営基盤の強化と同時に、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題とし

て認識しており、継続的かつ安定的な配当に留意するとともに、将来の成長に備えるための
内部留保の充実等を総合的に勘案したうえ、利益還元に努めることを基本方針としておりま
す。内部留保資金につきましては、経営基盤の一層の強化並びに事業規模の拡大を図るた
め、既存事業並びに新規事業への投資資金として有効に活用してまいります。また、自己株
式の取得につきましては、財務の柔軟性及びフリー・キャッシュ・フロー創出の進捗状況等
を勘案したうえで検討してまいります。
こうした方針のもと、当事業年度の期末配当につきましては、１株につき普通配当17.5

円とさせていただきます。当事業年度におきましては、2022年11月に１株につき普通配当
17.5円の中間配当を実施しておりますので、年間配当は１株につき35円となっております。
また、次期の剰余金の配当につきましては、中間配当並びに期末配当それぞれにおいて、

１株当たりの普通配当を17.5円とする予定であります。

┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄┄
（注）1. 本事業報告に記載の金額等につきましては、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2. 記載しております金額には、消費税等は含んでおりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
建物及び構築物 (純額 )
土 地
そ の 他 ( 純 額 )
無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

39,537
23,739

347
5,760
7,669
2,025

△4
21,016
12,078

5,729

5,590

758
4,224
2,365
1,858
4,712
2,367

462
1,941
△59

流 動 負 債 15,538
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,709
電 子 記 録 債 務 1,482
短 期 借 入 金 3,600
1年内返済予定の長期借入金 123
未 払 費 用 2,693
未 払 法 人 税 等 1,160
契 約 負 債 37
賞 与 引 当 金 210
商 品 保 証 引 当 金 16
そ の 他 4,505

固 定 負 債 1,499
長 期 借 入 金 529
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 256
退 職 給 付 に 係 る 負 債 135
資 産 除 去 債 務 343
そ の 他 234
負 債 合 計 17,038

純 資 産 の 部
株 主 資 本 42,799
資 本 金 1,849
資 本 剰 余 金 2,070
利 益 剰 余 金 40,139
自 己 株 式 △1,260
その他の包括利益累計額 385
その他有価証券評価差額金 396
為 替 換 算 調 整 勘 定 △11
非 支 配 株 主 持 分 330
純 資 産 合 計 43,515

資 産 合 計 60,553 負 債 ・ 純 資 産 合 計 60,553
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連 結 損 益 計 算 書
( 自 2022年４月１日

至 2023年３月31日 )
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 105,596
売 上 原 価 77,653
売 上 総 利 益 27,943
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,606
営 業 利 益 7,336
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2
受 取 補 償 金 13
助 成 金 収 入 16
そ の 他 63 107

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16
投 資 事 業 組 合 運 用 損 49
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 375
為 替 差 損 11
そ の 他 28 480

経 常 利 益 6,963
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4
負 の の れ ん 発 生 益 11
受 取 和 解 金 15 31

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 14
投 資 有 価 証 券 評 価 損 169
そ の 他 1 186

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,808
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,374
法 人 税 等 調 整 額 △46 2,327

当 期 純 利 益 4,481
非支配株主に帰属する当期純利益 56
親会社株主に帰属する当期純利益 4,424
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連結株主資本等変動計算書
( 自 2022年４月１日

至 2023年３月31日 )
（単位：百万円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,849 2,058 37,121 △1,279 39,750
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,406 △1,406
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 4,424 4,424

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 11 19 31
株主資本以外の項目
の当期変動額 (純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― 11 3,017 18 3,048
当 期 末 残 高 1,849 2,070 40,139 △1,260 42,799

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 610 0 611 35 40,397
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,406
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 4,424

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 31
株主資本以外の項目
の当期変動額 (純額) △213 △11 △225 295 69

当 期 変 動 額 合 計 △213 △11 △225 295 3,118
当 期 末 残 高 396 △11 385 330 43,515

2023年05月23日 09時42分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 41 ―

連結注記表

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕
1. 連結の範囲等に関する事項
（1）連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。
・連結子会社の数 18社
・連結子会社の名称 コスミック流通産業株式会社

株式会社オートウェイ
株式会社プロトソリューション
株式会社タイヤワールド館ベスト
株式会社グーネットエクスチェンジ
株式会社カークレド
株式会社プロトリオス
株式会社プロトベンチャーズ
他 10社

（2）持分法の適用に関する事項
全ての関連会社に持分法を適用しております。

・持分法適用関連会社の数 １社
・持分法適用関連会社の名称 株式会社UB Datatech

（3）連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
コスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステム株式会社は、当社が2022年

４月１日付で全株式を新たに取得したため、当連結会計年度より連結子会社となりまし
た。
沖縄バスケットボール株式会社、同社の子会社である沖縄アリーナ株式会社及び沖縄ス

ポーツアカデミー株式会社は、2022年７月１日付で当社連結子会社である株式会社プロ
トソリューションが株式を新たに取得したため、当連結会計年度より連結子会社となりま
した。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、沖縄バスケットボール株式会社の決算日は６月30日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を
使用しております。
また、CAR CREDO (Thailand) Co., Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算

書類を作成するにあたって同日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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2. 会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券……ａ市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

出 資 金……ａ市場価格のない出資等
移動平均法による原価法

ｂ投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商 品……個別法による原価法及び移動平均法による原価法
製 品……個別法による原価法
仕 掛 品……個別法による原価法
原 材 料……個別法による原価法
貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法

（3）デリバティブの評価基準及び評価方法
デ リ バ テ ィ ブ……時価法

（4）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……建物（建物附属設備を除く）
ａ1998年３月31日以前に取得したもの
旧定率法
ｂ1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの
旧定額法
ｃ2007年４月１日以降に取得したもの
定額法

建物以外
ａ2007年３月31日以前に取得したもの
旧定率法
ｂ2007年４月１日以降に取得したもの
定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。
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なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ６～50年

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間均等償却によっております。

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
自社利用のソフトウエア ５年
販売用のソフトウエア ３年

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（5）重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……一部の連結子会社におきましては、従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上
しております。

商品保証引当金……リコールを実施した株式会社オートウェイの対象商品の交換・返
金等に関連する支出に備え、今後発生すると見込まれる金額を計
上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく連結会計年度末
要支給額を計上しております。

（6）退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
（7）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

（8）のれんの償却方法及び償却期間
投資効果の発現する期間を合理的に見積り、20年以内の合理的な期間で均等償却する

方法によっております。
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（9）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１: 顧客との契約を識別する。
ステップ２: 契約における履行義務を識別する。
ステップ３: 取引価格を算定する。
ステップ４: 契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５: 履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する（収益を認識する）時点は以下のとおりであります。
① メディア

主に当社の情報発信メディアを通じて、顧客である中古車販売店等が所有する商品
在庫データを消費者へ提供することで、顧客の販売機会を拡大し、対価としてサービ
スの利用料を得ています。当社は、契約で定められた期間にわたり、サービスを提供
する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足され、契約で定めら
れた月額費用をもって収益を認識しております。

② サービス
主に新車ディーラー向けの営業支援ツールなどを顧客に提供することで、顧客より

サービスの利用料を得ています。当社は、契約で定められた期間にわたり、サービス
を提供する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足され、契約で
定められた月額費用をもって収益を認識しております。

③ 物品販売
主に当社グループが運営するインターネットサイト又は直営店を通じて、タイヤ・

ホイール等の販売を行い、顧客に対し商品を出荷した時点で収益を認識しています。
なお、商品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したもの

については、他の当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支
払う額を控除した純額を収益として認識しております。

④ チケット販売
主に当社グループが運営するインターネットサイト又は直営店を通じて、商品券や

ギフト券等の販売を行い、顧客に対し商品を出荷又は引き渡した時点で収益を認識し
ています。
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〔会計方針の変更に関する注記〕
時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号2021年６月

17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当連結会計年度の期首から適用し、
時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
適用指針が定める新たな会計方針を将来に渡って適用することといたしました。これによ
る、連結計算書類への影響はありません。

〔表示方法の変更に関する注記〕
1. 前連結会計年度において、流動負債の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債

務」(前連結会計年度953百万円)については、金額的重要性が増したため、当連結会計年度
より独立掲記しております。

2. 前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」(前連結会
計年度4百万円)については、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記して
おります。

2023年05月23日 09時42分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 46 ―

〔連結貸借対照表に関する注記〕
1. 棚卸資産の内訳

商品及び製品 7,398百万円
仕掛品 236百万円
原材料及び貯蔵品 34百万円
合計 7,669百万円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 559百万円
土地 267百万円
合計 826百万円

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 18百万円
合計 18百万円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 7,300百万円
4. 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
5. 当座貸越契約

当社の連結子会社である株式会社オートウェイ、株式会社グーネットエクスチェンジ、株
式会社タイヤワールド館ベスト、コスミック流通産業株式会社及び株式会社オニオンにおい
て、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を締結しております。
これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 10,550百万円
借入実行残高 3,600百万円
差引額 6,950百万円
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 41,925,300株
2. 当連結会計年度末日における自己株式の数 普通株式 1,704,227株
3. 剰余金の配当に関する事項

当連結会計年度中の配当金支払額
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日
2022年５月13日

取締役会 普通株式 利益剰余金 703百万円 17.50円 2022年
３月31日

2022年
６月８日

2022年10月31日
取締役会 普通株式 利益剰余金 703百万円 17.50円 2022年

９月30日
2022年
11月21日

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年５月12日
取締役会 普通株式 利益剰余金 703百万円 17.50円 2023年

３月31日
2023年
６月８日
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〔金融商品に関する注記〕
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については
「営業活動によるキャッシュ・フロー」の増加により得られた資金にて充当しております
が、大規模な設備投資あるいは新規事業展開等に伴い、多額の資金需要が発生した場合に
は、銀行借入、ファイナンス等による資金調達を行うこととしております。また、デリバ
ティブは、リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては社内規程に従い、取引先ごとに期日及び残高管理を行うとともに、主な取
引先の信用情報を定期的に把握する体制としております。
投資有価証券は、主に格付の高い債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり市場

リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の財政状態を
把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、10年以

内であります。資金調達に係る流動性リスクについては、適時に資金計画を作成・更新す
るとともに、手許流動性の維持などによりリスクを軽減しております。
デリバティブ取引は、一部の連結子会社における為替予約取引等であり、執行・管理に

ついては、取引権限を定めた社内規程に従うこととしております。
また、利用に当たっては、信用リスクを軽減するため、格付の高い金融機関とのみ取引

を行っております。
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件を利用することにより、当該価額が変動することもあります。

2023年05月23日 09時42分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 49 ―

2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。
連結貸借対照表計上額

（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券
その他有価証券 2,243 2,243 ー
資産計 2,243 2,243 ー

長期借入金
（１年以内返済予定の

長期借入金を含む）
653 606 △46

負債計 653 606 △46
デリバティブ取引 ※1 △366 △366 ー
※ 1 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

2 「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」につ
いては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
ら、記載を省略しております。

3. 市場価格のない株式等
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 123
投資事業有限責任組合への出資 1,252
これらについては、「投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

4. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 123 71 76 62 62 256
合計 123 71 76 62 62 256
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5. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格
レベル２：レベル１以外の観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された時価
レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された時価

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式については、取引所の価格に基づき算定しており、活発な市場で取引されている

ため、レベル１の時価に分類しております。国債については、取引金融機関等から提示され
た価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

〔賃貸等不動産に関する注記〕
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、愛知県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び賃貸住宅を
有しております。2023年３月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は92百万円（賃
貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
1,289 △100 1,188

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費の計上であります。
3. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で 算

定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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〔収益認識に関する注記〕
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

連結損益計算書計上額
（百万円）

売上高

メディア 24,431

サービス 5,873

物品販売 29,573

チケット販売 38,974

その他 6,590
顧客との契約から
生じる収益 105,444

その他の収益 152

外部顧客への売上高 105,596

2. 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「〔連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記等〕2.会計方針に関する事項（9）重要な収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりです。

3. 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産額 1,073円68銭
2. １株当たり当期純利益 110円05銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
該当事項はありません。
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〔企業結合に関する注記〕
1. (１) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 事業の内容

コスミック流通産業株式会社 ディスカウントチケット等の販売店舗及びサイトの運営
コスミックGCシステム株式会社 ギフト券等の販売店舗及びサイトの運営

② 企業結合を行った主な理由
当社は、国内最大級の中古車登録台数を誇るクルマ情報メディア「グーネット」を軸

に自動車整備工場検索サイト「グーネットピット」などの情報サービスを提供しており
ます。また、メディア運営で取得した様々なデータを駆使してAIによるDXを推進して
おり、新車ディーラー向け営業支援ツール「DataLine SalesGuide」を提供するなど、
モビリティ領域のDX化を推進し、事業領域の拡大に取り組んでおります。
一方、コスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステム株式会社は商品券や

ギフト券等の販売専門ショップとして、首都圏のターミナル駅や大型商業施設等に店舗
を展開し、地域のお客様との確かな信頼関係を築きながら事業を成長・発展させてきま
した。
今回の株式の取得によって、商品券やギフト券等の販売専門ショップを手掛けるコス

ミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステム株式会社が長年培ってきた流通業
としてのノウハウと、当社が有するオンラインメディアやDX化ノウハウとの融合を図
る事により、より多くの消費者との接点を確保するとともに、お互いのシナジーを最大
化することができると考え、本株式の取得、子会社化及び新たな事業の開始の決議に至
りました。

③ 企業結合日
2022年４月１日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
a コスミック流通産業株式会社 100％
b コスミックGCシステム株式会社 100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
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(２) 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年４月１日から2023年３月31日まで

(３) 被取得企業の取得原価及びその内訳
a コスミック流通産業株式会社

取得の対価（現金） 1,449百万円
アドバイザリー費用等 75百万円
取得原価 1,524百万円

b コスミックGCシステム株式会社
取得の対価（現金） 50百万円
アドバイザリー費用等 ２百万円
取得原価 53百万円

(４) 主要な取得関連費用の内容及び金額
a コスミック流通産業株式会社
アドバイザリー費用等 75百万円

b コスミックGCシステム株式会社
アドバイザリー費用等 ２百万円
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(５) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
a コスミック流通産業株式会社
① 発生したのれんの金額

1,082百万円
② 発生原因

今後の事業展開によって期待される、将来の超過収益力から発生したものでありま
す。

③ 償却の方法及び償却期間
15年間にわたる均等償却

b コスミックGCシステム株式会社
① 負ののれん発生益の金額

11百万円
② 発生原因

取得原価が企業結合時における時価純資産額を下回ったため、その差額を負ののれん
発生益として認識しております。

(６) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の金額並びにその主な内訳
a コスミック流通産業株式会社

流動資産 1,950百万円
固定資産 181百万円
資産合計 2,131百万円
流動負債 1,608百万円
固定負債 155百万円
負債合計 1,764百万円

b コスミックGCシステム株式会社
流動資産 239百万円
固定資産 16百万円
資産合計 255百万円
流動負債 184百万円
固定負債 9百万円
負債合計 193百万円
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2. (１) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 事業の内容
沖縄バスケットボール株式会社 琉球ゴールデンキングスの運営
沖縄アリーナ株式会社 沖縄アリーナの運営
沖縄スポーツアカデミー株式会社 スポーツスクールの運営
② 企業結合を行った主な理由

当社連結子会社である株式会社プロトソリューションは、クルマ情報メディア「グー
ネット沖縄」や不動産情報メディア「グーホーム」、シェアサイクル事業「CYCY」な
ど、沖縄県のお客様の生活に役立つサービスの運営に従事しております。一方、沖縄バ
スケットボール株式会社は沖縄県を本拠地とするプロバスケットボールチーム「琉球ゴ
ールデンキングス」の運営会社として発足し、「沖縄をもっと元気に！」を活動理念と
し、エンターテインメントビジネスを通じてお客様に感動を届け、より良い地域社会の
実現を目指しております。
今回の株式の取得によって、株式会社プロトソリューションが培ってきたメディア運

営事業のノウハウと沖縄バスケットボール株式会社が培ってきた「琉球ゴールデンキン
グス」のブランド力及びスポーツビジネスのノウハウとの融合を図る事により、さらな
るブランドの強化並びに顧客層の拡大、またエンターテインメントビジネスの機会創出
等、お互いのシナジーを最大化することができると判断したため、同社の株式を取得し
ました。

③ 企業結合日
2022年７月１日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
沖縄バスケットボール株式会社 52.68％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
株式会社プロトソリューションが現金を対価として株式を取得したことによるもので

あります。
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(２) 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2022年７月１日から2023年３月31日まで

(３) 被取得企業の取得原価及びその内訳
沖縄バスケットボール株式会社
取得の対価（現金） 1,500百万円
アドバイザリー費用等 11百万円
取得原価 1,511百万円

(４) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 11百万円

(５) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

1,247百万円
② 発生原因

今後の事業展開によって期待される、将来の超過収益力から発生したものでありま
す。

③ 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

(６) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の金額並びにその主な内訳
流動資産 1,302百万円
固定資産 112百万円
資産合計 1,414百万円
流動負債 615百万円
固定負債 319百万円
負債合計 935百万円
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 20,396 流 動 負 債

買 掛 金
短 期 リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
そ の 他

固 定 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
資 産 除 去 債 務
長 期 リ ー ス 債 務
そ の 他

4,409
324

0
84

2,146
942
606
146
158

516
234
229

0
51

現 金 及 び 預 金 13,169
受 取 手 形 19
電 子 記 録 債 権 53
売 掛 金 2,420
商 品 及 び 製 品 8
仕 掛 品 1
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 7
前 渡 金 161
前 払 費 用 387
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 4,000
１年内回収予定の関係会社長期貸付金 119
そ の 他 49
貸 倒 引 当 金 △1

固 定 資 産 24,214
有 形 固 定 資 産 6,878
建 物 ( 純 額 ) 3,404
構 築 物 ( 純 額 ) 69
機 械 及 び 装 置 ( 純 額 ) 0
車 両 運 搬 具 ( 純 額 ) 7
工具、器具及び備品(純額) 85
土 地 3,310
リ ー ス 資 産 1
無 形 固 定 資 産 838
ソ フ ト ウ エ ア 791
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 23 負 債 合 計 4,925
電 話 加 入 権 23 純 資 産 の 部
水 道 施 設 利 用 権 0 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

39,278
1,849
2,070
2,036

34
36,619

254
36,365
30,700
5,665

△1,260
406
406

そ の 他 0
投 資 そ の 他 の 資 産 16,496
投 資 有 価 証 券 1,195
関 係 会 社 株 式 8,916
出 資 金 0
関 係 会 社 出 資 金 1,059
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 4,879
破 産 更 生 債 権 等 12
長 期 前 払 費 用 78
繰 延 税 金 資 産 124
敷 金 及 び 保 証 金 220
そ の 他 23
貸 倒 引 当 金 △12 純 資 産 合 計 39,685

資 産 合 計 44,610 負 債 ・ 純 資 産 合 計 44,610
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損 益 計 算 書
( 自 2022年４月１日

至 2023年３月31日 )
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 30,516
売 上 原 価 11,529
売 上 総 利 益 18,986
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,823
営 業 利 益 6,163
営 業 外 収 益

受 取 利 息 28
受 取 配 当 金 5
古 紙 売 却 収 入 2
そ の 他 12 48

営 業 外 費 用
投 資 組 合 運 用 損 134
そ の 他 0 134

経 常 利 益 6,076
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2 2
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 ７
投 資 有 価 証 券 評 価 損 69
そ の 他 1 79

税 引 前 当 期 純 利 益 5,999
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,896
法 人 税 等 調 整 額 8 1,904

当 期 純 利 益 4,095
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株主資本等変動計算書
( 自 2022年４月１日

至 2023年３月31日 )
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,849 2,036 22 2,058 254 25,700 7,976 33,930
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,406 △1,406
別途積立金の積立 5,000 △5,000 ー
当 期 純 利 益 4,095 4,095
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 11 11
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ー ー 11 11 ー 5,000 △2,311 2,688
当 期 末 残 高 1,849 2,036 34 2,070 254 30,700 5,665 36,619

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △1,279 36,559 616 616 37,175
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,406 △1,406
別途積立金の積立 ー ー
当 期 純 利 益 4,095 4,095
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 19 31 31
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △209 △209 △209

当 期 変 動 額 合 計 18 2,719 △209 △209 2,509
当 期 末 残 高 △1,260 39,278 406 406 39,685
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個別注記表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式……移動平均法による原価法

その他有価証券……ａ市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

出 資 金……ａ市場価格のない出資等
移動平均法による原価法

ｂ投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商 品……個別法による原価法
製 品……個別法による原価法
仕 掛 品……個別法による原価法
原 材 料……個別法による原価法
貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法

3. 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……建物（建物附属設備を除く）
ａ1998年３月31日以前に取得したもの
旧定率法
ｂ1998年４月１日から2007年３月31日までに取得したもの
旧定額法
ｃ2007年４月１日以降に取得したもの
定額法

建物以外
ａ2007年３月31日以前に取得したもの
旧定率法
ｂ2007年４月１日以降に取得したもの
定率法
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ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６～50年
構築物 10～20年
機械及び装置 10年
車両運搬具 ５～６年
工具、器具及び備品 ３～20年

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間均等償却によっております。

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

……定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

4. 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく事業年度末要支給
額を計上しております。
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5. 重要な収益及び費用の計上基準
当社では、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１: 顧客との契約を識別する。
ステップ２: 契約における履行義務を識別する。
ステップ３: 取引価格を算定する。
ステップ４: 契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５: 履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する（収益を認識する）時点は以下のとおりであります。
①メディア

主に当社の情報発信メディアを通じて、顧客である中古車販売店等が所有する商品在
庫データを消費者へ提供することで、顧客の販売機会を拡大し、対価としてサービスの
利用料を得ています。当社は、契約で定められた期間にわたり、サービスを提供する義
務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足され、契約で定められた月額
費用をもって収益を認識しております。

②サービス
主に新車ディーラー向けの営業支援ツールなどを顧客に提供することで、顧客よりサ

ービスの利用料を得ています。当社は、契約で定められた期間にわたり、サービスを提
供する義務を負っています。当該履行義務は時の経過につれて充足され、契約で定めら
れた月額費用をもって収益を認識しております。

③物品販売
主に当社が運営するプラットフォームを通じて、タイヤ・ホイール等の販売を行い、

顧客に対し商品を納品した時点で収益を認識しています。
なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の

当事者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純
額を収益として認識しております。
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〔会計方針の変更に関する注記〕
時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号2021年６月

17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、時価
算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用
指針が定める新たな会計方針を将来に渡って適用することといたしました。これによる、計
算書類への影響はありません。

〔表示方法の変更に関する注記〕
前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「受取和解金」(当事業年度４百万円)は、

金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示
しております。
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〔貸借対照表に関する注記〕
1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,223百万円
2. 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。
3. 関係会社に対する短期金銭債権 17百万円

関係会社に対する長期金銭債権 22百万円
関係会社に対する短期金銭債務 889百万円

〔損益計算書に関する注記〕
関係会社との取引
(1) 売上高 346百万円
(2) 仕入高 5,959百万円
(3) その他営業取引高 1,838百万円
(4) 営業取引以外の取引高 29百万円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 1,704,227株
2. 自己株式の取得に係る事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 1,729,997 160 25,930 1,704,227
(変動事由の概要)
増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 160株
減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

特別奨励金としての自己株式の処分による減少 25,930株
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〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

減損損失累計額 128百万円
減価償却超過額 18百万円
資産除去債務 70百万円
役員退職慰労引当金 71百万円
未払事業税 48百万円
投資等評価損 1,420百万円
貸倒引当金 4百万円
その他 50百万円
小計 1,813百万円
評価性引当額 △1,511百万円
繰延税金資産合計 301百万円
資産除去債務固定資産計上額 △13百万円
その他有価証券評価差額金 △164百万円
繰延税金負債合計 △177百万円
繰延税金資産の純額 124百万円

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
関連会社等

種 類 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 株式会社
オートウェイ

所有
直接 100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 600

関係会社短
期貸付金 600

関係会社長
期貸付金 1,380

利息の受取
（注）1 ２ 流動負債

その他 ０

子会社
株式会社

タイヤワール
ド館ベスト

所有
直接 100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収 69

１年内回収
予定の関係
会社長期貸
付金

69

関係会社長
期貸付金 899

利息の受取
（注）1 9 流動負債

その他 ０

子会社
株式会社

グーネットエ
クスチェンジ

所有
直接 100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 300 関係会社短
期貸付金 1,300

利息の受取
（注）1 ０ 流動負債

その他 ０
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種 類 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社
株式会社

プロトソリュ
ーション

所有
直接 100％

業務の委託
資金の貸付
役員の兼任

ソフトウエ
ア開発及び
保守業務の
委託

3,823

買掛金 20

未払金 35

未払費用 371

資金の貸付
資金の回収

1,600
100

１年内回収
予定の関係
会社長期貸
付金

50

関係会社長
期貸付金 1,600

利息の受取
（注）1 8 流動負債

その他 ０

子会社
株式会社

プロトベンチ
ャーズ

所有
直接 100％ 資金の貸付

役員の兼任

資金の回収 ― 関係会社長
期貸付金 1,000

利息の受取
（注）1 5

投資その他
の資産
その他

22

子会社
コスミック流
通産業株式会

社
所有
直接 100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 2,100 関係会社短
期貸付金 2,100

利息の受取
（注）1 1 流動負債

その他 ０

（注）貸付金の利息については、市場金利を参考に決定しております。
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〔収益認識に関する注記〕
収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
５.重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産額 986円68銭
2. １株当たり当期純利益 101円85銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
該当事項はありません。

〔企業結合に関る注記〕
連結計算書類「連結注記表注記事項〔企業結合に関る注記〕」における記載内容と同一であ

るため、記載を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月12日
株式会社プロトコーポレーション
取 締 役 会 御 中

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 北 尚 史
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 杉 浦 章 裕

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社プロトコーポレーションの2022年４月１日から

2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社プロトコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ

とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月12日
株式会社プロトコーポレーション
取 締 役 会 御 中

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 北 尚 史
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 杉 浦 章 裕

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プロトコーポレーションの2022年４月１日

から2023年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ

とにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第4５期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告に基づき審議した結果、全員の一致した意見として、以下のとおり
報告致します。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を含む監査計画を定め、内部統制システムの構築・運用並びに内部管理状況等を

重点監査項目として設定し、毎月定期的に監査役会を開催し、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け
るとともに、監査役間で意見交換を行いました。また、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査計画、職務の分担に従い、オンライン会議等も活用しなが
ら、取締役、ガバナンス統括室その他の社員等と意思疎通を図り、また社外取締役との意見交換会を実施するなど連携を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会及び執行役員会その他重要な会議にオンライン形式等を含めて出席し、取締役及び社員等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類や主要会議の議事録を閲覧し、本社及び支社、事業部
において業務及び財産の状況を調査し、代表取締役と定期的に意見交換しました。また、子会社については常勤監査役が
子会社の監査役を兼務しており、同様にオンライン形式等で子会社取締役会等に出席するとともに、子会社取締役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、事業並びに経営管理の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及び会社法施行規則
第100条に定める内部統制システムについて、監査役会が定めた監査の実施基準に準拠し、取締役及び社員等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。また、ガバナンス統括
室との連携を密にし、内部監査の実施状況、内部統制に関する評価の報告を受け、意見交換しました。

③会計監査人である有限責任 あずさ監査法人からは、年間の監査計画の説明を受け、会計監査人が独立の立場を保持し、
かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、同法人と協議を
行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。更には、会計監査人の評価・
選定に係る相当性に関し検証しました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関しては、子会社に関する職務を含め、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムの構築及び運用に
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2023年５月16日 株式会社プロトコーポレーション監査役会

常勤監査役（社外監査役） 山 田 信 二 ㊞
常勤監査役（社外監査役） 富 永 新 ㊞
監査役（社外監査役） 雑 賀 仁 志 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図
●場 所 名古屋市東区葵三丁目16番16号

ホテル メルパルク名古屋 ２階「瑞雲の間」
今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、下記ウェブサイトにてお知らせいたします。
https://www.proto-g.co.jp/IR/personal/soukai.html

●交通機関 地下鉄（東山線）千種駅下車（１番出口）西へ徒歩約３分
地下鉄（桜通線）車道駅下車（３番出口）南へ徒歩約５分
Ｊ Ｒ（中央本線）千種駅下車 西へ徒歩約５分

◎株主懇親会は開催いたしませんので、あらかじめご了承ください。
◎当日ご出席の株主様へのお土産は、取りやめとさせていただいておりますので、あらかじめご了承ください。
◎当日の株主総会の模様は、総会終了後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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